
専門学校武蔵野ファッションカレッジ

【学校目標（スローガン）】

【優先課題】 【全体総括】

【各戦略領域における活動概略】
※ 達成度は ◎ ○ △ × の４段階

概　　略
定 性 的 目 標
定 量 的 目 標

経　緯　と　結　果
達成度

※
成　果

向 上 方 策
問 題 点

改 善 方 策
企業との連携授業を発展させ、職業教育充実
の充実をはかり本学の特徴作りに取り組む。
社会人基礎力育成のシステムは今の学生に合
わせる形で再設計していく。

企業との連携授業の実現
ショップの運営再設計

連携授業においては従来より発展した実施を
実現。期間限定ショップにおいてはコロナ禍
での店舗運営をテーマにして実施。

○
企業側の社会貢献事
業として今後の協力
継続の意向

企業側の協力のしや
すい運営、協力方法
の検討

「職業実践専門課程」認定学科の強みを生か
す募集活動の実現。学生満足度の広報的利
用。

入学者90名、高等学校での
模擬授業実施、在校生から
の学校情報発信

体験入学への参加者の減少により本校の魅力
を伝えるまで至らない状況となった。

×
模擬授業では本校に
依頼をしてくれる高
校も出てきている

情報発信の見直し、
相手に伝わる方法、
内容の検討が必要

担任による面談にて問題の早期発見、解決、
情報共有の仕組み構築。授業料無償化制度の
利用指導。奨学金利用者への管理指導。

全教員共通認識での教育相
談運営
退学率4％以内

教育相談として継続的運営はできなかったが
問題を抱えた学生に対し全教員の共通認識を
持つ為に、適時状況報告を実施。

×
共通認識を持つ為
に、適時状況報告を
実施

教育相談の定期的運
営が必要

１学年からの就職指導を強化し、学生それぞ
れの長所、短所に合わせた就職支援により一
層充実をはかる。

就職希望者の就職率100%
コロナ禍において求人数減少により数値的に
は厳しい状況となった。１年生への就職指導
はオンライン面接の指導を導入した。

△
面談は学生達を動か
す効果をあげている

求人数減少により厳
しい就職活動である

SDGsへの取り組みが求められる社会におい
て、社会貢献意識は職業教育の要素である。
本学の教育システムに組み込むための土台づ
くりをする。

企業による社会貢献活動の
事例を伝える特別講義を実
施。

SDGsは媒体でも頻繁に企業の取り組みが紹介
され、学生達の目に触れる環境となってい
る。

○

社会貢献は媒体でも
取り上げられ学生の
理解も浸透してきて
いる

一過性としない継続
した問題意識を持た
せる事が必要

業務運営の効率化・優先課題への取り組み体
制を整備。

ワーキンググループの導入
全教員共通認識での業務運
営

育児休暇取得、急な退職者が出るなど組織体
制のバランスを崩した為、全員で取り掛かる
状況となりワーキンググループの導入には至
らなかった。

△
適時ミーティングを
実施し共通認識での
業務運営

ワーキンググループ
の導入を

安心・安全な環境整備としての校舎整備。
既存の機器の最新化、設備の改修。

立体裁断ボディ購入
CADバージョンアップ
プロジェクター設置

立体裁断ボディ購入、CADバージョンアップ実
施を計画通り行った。プロジェクター設置の
設置は次年度設置に延期することとした。

○
問題箇所は適宜修繕
を実施

校舎の老朽化により
照明設備が頻繁に故
障

原資である入学者確保への業務強化。学費滞
納、未納の防止対策制度の整備。

滞納・未納の防止対策制度
の運用

学内の滞納・未納の防止対策制度を構築する
までには至らなかったが、奨学金新制度の利
用もあり例年よりは問題となるケースは減少
した。

△
継続した課題として
次年度に取り組む

問題となるケースが
様々であり、制度化
には難しい面もある

企業と連携し職業教育のレベルアップを目指す。

最優先課題は学生確保である。職業実践専門課程の教育の質保証のある学科として、業界と連携
した職業教育の発展させることで本学の特徴を作り、入学対象者から選ばれる学校として成り立
つ土台づくりに取り組む。入学する学生達は過去に比べ、自分を優先して欲しい個人主義の気質
が強くなっており、授業や就職指導においても大変労力のかかる状況である。より一層丁寧な学
生対応をしていかねばならない。

戦略領域

（４）就職支援

（５）社会貢献･
　　　外部連携

コロナ禍の影響を受け多方面にわたり学校運営は大変難しい状況となった。特に最優先課題であった学生確保
は計画通りの運営が出来ず大変厳しい状況となった。企業との連携発展においては感染予防の観点から計画の
変更、実施時期のずれ込みなどが出てしまったが、内容的には従来より発展的な取り組みに至ること出来た。
企業側の意欲的な声もあり今後に繋がる結果となっている。

定量的目標
の結果

企業との連携授業実
施

出願５３名

退学率１４％

滞納・未納の防止対
策制度は整備中

（７）施設設備

（１）教育の充実

（２）学生募集

（３）学生支援

（６）組織･運営体制

就職率８５.４％

特別講義内で紹介

ワーキンググループ
の導入構築中

立体裁断ボディ購
入、CADバージョン
アップ実施

（８）財務戦略



【中期計画に基づく具体的施策】

（１）教育の充実 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点
改善方策

コメント
評価
※

1
企業連携授業の
発展

教
務
課

職業実践専門課程認
定学科として就職先
業界のニーズを踏ま
えた職業教育に取り
組む。

職業実践専門課程認定学科
として就職先業界のニーズ
を踏まえた職業教育に取り
組む。新規協力企業へのア
プローチ。協力企業との関
係維持。

協力企業の確
保。企業連携内
容の計画立案と
実行。

従来から取り組んでいる企業は継続
して実施。

40万 ○
より成果をあげる取
り組みが必要。

例年通り行うべき企業連
携授業は実施している。
より発展的な取り組みと
なるようにしていきた
い。

○

2
インターンシッ
プの効果的な運
用

教
務
課

企業側の都合、学生
の参加スケジュール
が合わず実施が難し
い。

インターンシップ参加を希
望する学生も多く、近年盛
んではなかったが多くの学
生が参加できるように努め
る。また、一部の企業から
は学生による業務協力の依
頼もあり効果的な運用を目
指す。

インターンシッ
プ協力企業の開
拓。

コロナ禍により企業側の受け入れが
困難となり実施はほぼ出来なかっ
た。

×
令和３年度も同様に
実施は困難な状況で
ある。

コロナ禍では学生の安全
を最優先と考え進めるこ
とができない状況であっ
た。コロナ終息後を待っ
て力を入れていきたい。

×

4
ショップ運営方
法の再考

教
務
課

学生の気質も変わり
目標をクリアする努
力が難しい。意欲が
弱くなっている。

ショップコンセプト、運営
方法の見直しをし、今の学
生が考え行動することが出
来る学習の場を目指す。

ショップコンセ
プトと運営方法
を学生と授業内
で協議し決定し
ていく。

コロナ禍での店舗運営となり、実社
会と同様に感染予防をとりながらの
店舗運営をテーマにして行った。そ
の面では学生たちは情報を集め、施
策を考え実行で来たことは評価でき
る。

△
感染予防と店舗運営
の両立を学ぶ機会と
なった。

売り上げを伸ばす施
策が十分には練られ
ていなかった。

学生の取り組みに関して
だけでなく、企業との連
携した取り組みも視野に
入れていくべきと考えて
いきたい。

△

5 企業との連携
教
務
課

学校主体で運営して
いるがより実践的な
学びの場となるよ
う、企業側の協力を
要請したい。

企業側に協力を要請し、企
業側の評価を導入していき
たい。また、産学連携の機
会として何ができるかを模
索していく。

協力企業の確
保。企業側の評
価導入。

アパレルプロフェッショナル科１年
生において株式会社クレヨンとのデ
ザインを学ぶ授業を実施。

9万 ◎

従来よりも発展した
内容で実施。企業側
の現場の意見を評価
に入れる取り組みを
行なった。

次年度に反省、改善
した内容で実施が必
要。

企業側からは社員教育の
一環としてよい経験の場
となったと感想を得てい
る。今後も双方が良い成
果を得られる事業として
継続していきたい。

◎

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容



（２）学生募集 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

10 模擬授業実施
教
務
課

高等学校側から進学
先として安心して生
徒に勧められる信頼
関係を構築をしてい
く。

従来より模擬授業実施依
頼のある高等学校に継続
して実施。高等学校との
連携を深め信頼関係の構
築に努める。

２校以上の模擬
実施

最低ラインである２校の実施は実
現。高等学校との信頼関係構築には
根気を持って続けていく必要があ
る。

○
近年は本校に直接に
依頼をしてくれる高
校も出てきている

高校側への協力だけ
で終わるケースもあ
る。こちらが望む結
果が難しい場合は検
討が必要

コロナ禍の影響も多々あ
り進展は困難であった。
今後も継続し重要施策と
していきたい。

○

11
模擬授業メ
ニュー開発

教
務
課

模擬授業提案の為に
新たなメニューの開
発が必要である。

高等学校側のニーズや実
施環境、実施時期などの
条件を考慮した実習メ
ニューの開発。

実習メニュー２
つ以上の案作り

退職者、育児休暇者が重ねて出たこ
とで組織体制のバランスを崩し、新
メニュー案づくりまでには至らな
かった。

△

令和３年度には新規
担当教員を用意で
き、挽回できる見込
みである

次年度もコロナ禍の影響
もあり対面での模擬授業
も困難が予想される。こ
ちら側の体制は人員、内
容の準備は整えていきた
い。

△

12 担当者育成
教
務
課

開発した実習メ
ニューを実施する教
員の育成も必要であ
る。

準備から実施、高等学校
側から与えられた環境で
実施できる担当教員を育
成する。

新規担当教員１
名準備。

退職者、育児休暇者が重ねて出たこ
とで組織体制のバランスを崩し、担
当教員を用意するまでには至らな
かった。

△

令和３年度には新規
担当教員を用意でき
挽回できる見込みで
ある

次年度もコロナ禍の影響
もあり対面での模擬授業
も困難が予想される。こ
ちら側の体制は人員、内
容の準備は整えていきた
い。

△

14
在校生からの情
報発信方法検討

教
務
部

在校生からの学校の
評価は出願対象者に
とって有意義な情報
となっている。本校
の魅力を伝える手段
として在校生の声の
活用を検討してい
く。

SNSを利用した在校生から
の情報発信の企画立案。
実施に関しては問題点が
多く出ることも予想出来
る。その対応策も検討し
ていく。

在校生からの情
報発信企画立
案。問題点の提
示。状況により
実施は再検討。

コロナ禍での募集活動では在校生を
絡めることが難しくなってしまっ
た。

×

在校生が取り組みや
すい仕組みづくりと
運営する教員が必要
である。

出願対象者にはSNSでの
情報発信が益々重要だと
考えるが、組織的に取り
組む事が必要である。学
生の協力の前に、まずは
教務部内での方針、運営
方法について共通認識を
作るべきと考える。

×

17
体験入学での起
用

教
務
部

（

広
報
部
連
携
）

在校生からの学校の
評価は出願対象者に
とって有意義な情報
となっている。本校
の魅力を伝える手段
として在校生の声の
活用を検討してい
く。

体験入学での在校生の起
用方法を再考し、従来の
方法より効果的なやり方
を検討しレベルアップを
目指す。

体験入学での在
校生の新たな起
用方法実践。

感染予防の観点から在校生を絡める
ことが難しくなってしまった。

×

令和３年度も感染予
防最優先の運営が必
要であるが在校生の
新たな起用方法の検
討が必要

在校生が起用できないこ
とは痛手であったと捉え
ている。この環境下で成
果を上げられる方法を考
えることが必要である。

×

19 留学生獲得
教
務
部

（

広
報
部
連
携
）

留学生の獲得に積極
的ではなかったが今
後力を入れていく。

留学生獲得に向けた広報
活動を強化。留学生から
選ばれる魅力づくりと環
境整備。

留学生獲得に向
けた環境整備。
留学生の多い学
校の運営状況の
情報収集。

コロナ禍の募集の厳しさから日本人
の高校生を最優先とした募集活動と
なり、留学生獲得に向けた施策は休
止している状態である。

×

１名ではあるが留学
生の出願があり、次
年度には本校では初
となる国費留学生２
名の出願が出る見込
みである

コロナ禍の募集の厳しさ
から日本人の高校生を最
優先とした募集活動で
あった。留学生獲得に向
けた施策は休止している
状態である。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（３）学生支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

20 教育相談の整備

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

高校までの学校生活
に問題を抱えている
学生も入学している
現状である。問題学
生への支援体制を整
備していく。

問題を抱えた学生やその
兆しのある学生に対し学
校としての対応方針を決
める教育相談を実施して
いく。運営には内規を設
定し、運営の維持と対応
の質向上をはかる。

全教員共通認識
での教育相談運
営

コロナ禍の学校運営の難しさもあ
り、教育相談は目標の月一回定期的
運営は実現しなかった。それを補う
為に適時ミーティングを行い共通認
識に努めた。

△

問題には担任と教務
副部長が連携し解決
に取り組み組織的な
対応を心がけた

感染予防の為の休校期間
の為に、定期的な運営は
スケジュール的に難し
かった。それを補うため
の朝のミーティングを適
宜実施することで短時間
で共通認識をもつ努力は
行っていた。

△

21
教育相談の定期
的運営

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

学校組織としての対
応方針や状況判断を
明確にし、担任が対
応に困らない体制づ
くり。

教務部内だけでなく、ス
クールカウンセラーも交
え、定期的な教育相談の
実施。

月１回の定期的
運営実施

コロナ禍の学校運営の難しさもあ
り、教育相談は目標の月一回定期的
運営は実現しなかった。

×
適時ミーティングを
行い共通認識に努め
た

感染予防の為の休校期間
の為に、定期的な運営は
スケジュール的に難し
かった。それを補うため
に朝のミーティングを適
宜実施することで短時間
で共通認識をもつ事が出
来ていた。

△

23 退学予防力強化

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

退学の大きな要因と
なる、人間関係のト
ラブルと学習意欲の
低下に対し、予防策
を講じ、退学抑制に
勤める

教員の学生指導力・問題
対応力強化のための研修
会を計画し実施する。ま
たは、外部で行われるセ
ミナー等に参加。

研修会の開催ま
たは外部研修会
への参加

研修会の開催または外部研修会への
参加は実現しなかった。

×

近年導入したメンタ
ルヘルスチェックの
ハイパーQUを年２回
実施しそれを元に担
任は面談を実施し問
題解決に努めた。

研修会の参加や実施は出
来なかったがハイパーQU
は効果的であると判断し
ている。今後の継続と効
果的な生かし方をしてい
きたい。

△

24
退学予防のため
の円滑なコミュ
ニケーション

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

人間関係のトラブル
と学習意欲の低下に
対し、予防策を講
じ、退学抑制に勤め
る

クラス全員が気軽に話が
できる関係構築のために
グループワークやレクリ
エーションの実施。

グループワーク
やレクリエー
ションの実施。

コロナ禍の運営では学生間の交流は
実施できなかった。

×

感染予防に努め計画して
いた学生間の交流は出来
なかった。次年度もこの
状況であると考え、ハイ
パーQUを生かした対応、
担任と学生のコミュニ
ケーションで不足を補っ
ていきたい。

×

25
退学予防モチ
ベーションアッ
プの施策

教
務
課

専門学校に進学はし
ても学ぶ意欲に欠け
る学生もいる。わか
りやすい目標設定が
必要である。

就職や検定試験、単位取
得など時期ごとに目標を
明確に指導し、小さな成
功体験を積み重ねていく
学科・学年運営を実施。

学科・学年ごと
の年間目標プラ
ンを製作し学生
へ提示

学科・学年ごとの年間目標プランを
学生に提示まではいかなかったがHR
等で単位取得状況を伝え学習意欲の
向上を図った。

△
学科・学年ごとの年
間目標プランを製作
し運用

コロナ禍の運営は学校ス
ケジュールが大きく乱
れ、進めていくだけで目
一杯となった状況であっ
た。目標プランの運営は
次年度の課題としていき
たい。

△

26
学費未納問題
奨学金利用指導

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

得た奨学金を他の使
い方をし学費未納と
なるケースがある。
口座の管理指導まで
行わなけければなら
ない状況がある。

奨学金や授業料無償化制
度で得た学費の適切な利
用を指導し滞納の抑止。
場合によっては口座管理
についても指導を入れ
る。

奨学金利用者へ
の指導を４月、
９月に実施

対面授業が6月から始まったことも
あり、奨学金利用者への指導は計画
通りにはいかなかった。それを補う
ために問題がある学生には個別で指
導を行った。

△

奨学金利用者への指
導は申請手続きが収
まる６月、１０月に
実施としていく

新たな奨学金制度が出来
たことにより例年に比べ
問題となるケースは学校
全体としては少なくなっ
ている。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括

27
学費未納問題
未納者指導

ス
テ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

学費未納となる学生
に対し、解決に向け
た支援を行ってい
く。保護者が経済的
に問題を抱えている
ケースも多い。

未納学生とその保護者に
対し相談体制を強化。解
決に向けた支援体制づく
り。未納状況と納入時期
を考慮しながら指導す
る。

未納学生・保護
者と５月、１０
月に面談を実
施。

退学希望者２名に学費未納分があ
り、納入は不可能と判断し除籍処理
とした。

×

保護者・学生共に学
費納入に関して無頓
着なケースもあり状
況によって登校停止
も躊躇なく行う

除籍者の一人は学習意欲
もなく、学費を払う意思
もないという特殊な事例
であった。今後も特殊な
事例が出ることが予想さ
れる。

×



（４）就職支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

28
就職指導スケ
ジュールの再考

教
務
課

企業側の募集活動の
早まりが強くなって
いる。学校の就職指
導も早めていかねば
ならない。

業界全体で採用活動が早
まり、対応していくため
に指導時期を早めてス
タートさせる。また、学
生の就職意欲を高める指
導も並行して行う。

就職指導スケ
ジュールの１年
生７月からの実
施。

コロナ禍による6月からの登校と
なった為に指導スケジュールを早め
る計画は難しくなったが、１年生の
就職意欲は高める指導ができたこと
で就職活動は順調にスタート出来
た。

○

コロナ禍で求人減の
状況ではあるが１年
生の就職意欲は高め
る指導は出来た

求人減により令和３
年度の内定率は大変
厳しい予想がされ
る。対策の検討が必
要である

就職活動をする２年生は
厳しい状況となったが、
１年生の就職意欲は高
まっている。しかし、求
人難の状況は引き続き予
想されることから学校と
しても支援を行っていき
たい。

○

29
適切な情報提供
・学内企業説明
会の実施

教
務
課

適切なタイミングで
情報提供

学生の欲しい情報、学校
側の与えたい情報を整理
し、適切な時期に適切な
説明会の開催

職業紹介特別講
義４回実施
学内企業説明会
８社実施

感染防止の観点から学内企業説明会
は２社のみ、職業紹介特別講義の実
施は取りやめた。

×

計画していた施策の
効果と同様の成果と
なるように就職支援
の授業内容で補った

感染予防の観点から
企業側が学内での実
施を見送るケースが
多く暫くは実施困難
な状況が続くと思わ
れる

企業側も感染予防最優先
の判断であり実施は困難
な状況が続くと思われ
る。学生への適切な情報
提供が目的であるのでそ
こを押さえた運営をして
いきたい。

×

31 採用情報の収集
教
務
課

指導側の情報不足の
面がある。積極的な
情報収集が必要であ
る。

マッチングに必要な募集
職種、業務に必要な能
力、キャリアアップ等の
情報収集。そのための企
業訪問実施と企業側の訪
問対応。

企業訪問８社実
施

感染予防の観点から訪問は控えた。
採用情報の収集として親交のある企
業から情報は得ている。

×
親交のある企業は情
報提供等、協力的に
対応いただいている

感染予防の観点から
企業訪問は状況を見
て判断

求人難の状況となり、学
生が希望通りの就職は困
難になっている。少しで
も就職決定につながる支
援を学校として行ってい
く。

△

34
企業・学生の
マッチング

教
務
課

受験企業、希望職種
を見つけることに滞
る学生が多くなって
きている。

就職活動の滞る学生に対
し適合しそうな企業の紹
介。学生個々に対応して
いかないと改善していか
ない状況が近年の傾向か
ら予想される。

企業紹介を主と
した面談実施。

２年担任が積極的に面談を実施。そ
れにより求人が厳しい中、卒業まで
に就職先を決めることができた学生
も多い。

○

コロナ禍の就職活動
で学生達の意欲が停
滞する中、面談は学
生達を動かす効果を
あげている

就職希望でも自分で
受験先が見つけられ
ない学生もいる。面
談の実施、教員の相
談力の向上も必要

２年担任が積極的に面談
を実施した成果として卒
業間近に就職先が決まる
学生も出ていた。学生だ
けでなく教員も根気よく
就職指導を続けていくこ
とが重要である。

○

35
人生設計の視点
からの就職指導

教
務
課

アルバイトと正社員
採用を同等と考える
学生もいる。

短絡的な判断でフリー
ターとならない様、就職
することでの金銭的メ
リット等優位性を指導

就職未決定者を
対象にした就職
対策講座等の実
施

計画通り就職未決定者を対象にした
就職対策講座等の実施をしたが期待
した効果は得られなかった。

△

就職未決定者には特
に個別に指導をしな
いと効果が得られな
い

就職先に困る学生達には
人生設計まで視野が広げ
ることは難しい。入学時
から職業教育を受ける上
での姿勢として取り組む
べきと考える。

△

36
励まし・応援態
勢

教
務
課

面倒見の良さへの期
待や教員と学生の親
しさに魅力を感じて
本学に入学する学生
が多い。

就活の悩みでメンタル的
に不調をきたす事のない
よう、支援体制を強化。
教育相談の活用も検討。

教務部ミーティ
ングでの学生情
報共有

２年担任が積極的に面談を実施して
応援体制に努めていた。学生情報の
共有は担当教員間で適時行なって情
報共有に努めた。

○

問題を抱えがちな学
生には特に個別指導
をしていく必要があ
る

人との繋がりや応援が何
よりも人を励ますことが
あり、本校の学生達には
必要なことと考える。全
教員で取り組みことを改
めて認識していきたい。

○

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（５）社会貢献・外部連携 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

37
企業による社会
貢献活動の取り
組み調査

教
務
課

SDGs等社会貢献に取
り組む企業が増えて
きている。アパレル
業界で働く職業人と
して理解して社会に
出るべきである。

SDGs等のアパレル企業に
よる社会貢献活動事例の
調査。

取り組み事例を
まとめた資料づ
くり

SDGsは社会的に大きな流れとなって
おり、媒体でも頻繁に企業の取り組
みが紹介されている。学校独自で資
料をまとめるまでもない状況となっ
た。学生に配布している業界紙WWD
においても特集が組まれ学生達の目
に触れる環境とすることは出来た。

○

SDGsはファッション
業界でもトレンドと
なっており、非常勤
講師からも学生に情
報提供されている。

一過性としない継続
した問題意識を持た
せる事が必要

SDGsは目に触れることが
多くなり学生の社会貢献
の意識は育まれていると
見ている。

○

39
社会貢献活動の
必要性の理解

教
務
課

アパレル業界で働く
職業人として持つべ
き倫理観を倫理観向
上を目指していく。

企業の取り組み事例を紹
介し社会貢献活動の意義
を理解することで学生の
倫理観向上を促す。

企業による社会
貢献活動の事例
を伝える特別講
義を実施。

ファッション業界の社会貢献行動と
して話題となっているサスティナブ
ルファッション＝自然環境、社会に
配慮した取り組みを特別講義内で紹
介。

２万 ○

社会貢献行動として
話題となっているサ
スティナブルの取り
組みは学生に身近な
ブランドも取り組ん
でいることから理解
が浸透している。

一過性としない継続
した問題意識を持た
せる事が必要

作品づくりのテーマとし
てサスティナブルを取り
上げる学生も多く出てき
ており意識は育まれてい
ると見ている。一過性と
しないように教育機関と
して出来ることを探って
いきたい。

○

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（６）組織・運営体制 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

44 業務理解
教
務
部

授業以外に担当する
業務が多い為、業務
によっては適切に行
われていない場合が
ある。

授業以外に担当する業務
の目的、責任、領域の理
解を再認識し、全ての業
務に滞りがない運営を目
指す。

教務部ミーティ
ングを週１回実
施

育児休暇中の教員、急な退職者が出
るなど組織体制のバランスを崩した
為、業務に穴を開けないように教員
間の意思疎通をはかった。ミーティ
ングは週１回に限らず、必要に応じ
て実施した。

◎

必要に応じてミー
ティングを実施をし
学校運営の判断をし
ていった。

組織体制のバランスを崩
したこととコロナ禍の運
営と様々な面で困難な状
況となったがミーティン
グを適宜行い学校組織と
して運営に努めた。

◎

45 内規設定
教
務
部

少人数のワーキング
グループを作り業務
運営の効率化を目指
す。

業務の質を維持、向上を
目指す運営方法の構築。

全教員共通認識
での業務運営

コロナ禍での感染予防を最優先にし
た運営、育児休暇中の教員、急な退
職者が出るなど組織体制のバランス
を崩した為、全員で取り掛かる状況
と慣れた教員に頼る運営となり、
ワーキンググループの導入には至ら
なかった。

△
次年度に引き続いて
取り組む。

コロナ等の影響で様々な
面で困難な状況となり予
定通りの行動が出来な
かったが、共通認識は持
つことに努める運営はで
きた。ワーキンググルー
プ導入は今後の課題であ
る。

○

47 運営状況の管理
教
務
部

課題解決にはワーキ
ンググループが取り
組むが、円滑な解決
行動になるように進
捗状況の把握と援助
を行う。

タイムスケジュールの提
示、進捗状況の把握、必
要に応じて援助体制の構
築。

ワーキンググ
ループの作る運
営計画書の提出

ワーキンググループの導入には至ら
なかった為に運営計画書の導入にも
至っていない。

×
次年度に引き続いて
取り組む。

コロナ等の影響で様々な
面で困難な状況となり予
定通りの行動が出来な
かったが、共通認識は持
つことに努める運営はで
きた。ワーキンググルー
プ導入は今後の課題であ
る。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（７）施設設備 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

53 教室内修繕
教
務
部

（

総
務
部
連
携
）

校舎を中心とした安
心・安全な教育環境
の整備を目指す。

校舎の老朽化による破損
箇所が大変多く出てい
る。適切な修繕で学びや
すい環境を提供する。

教務部から依頼
する全ての修繕
箇所の完了

修繕全般はスピーディーに対応され
ている。校舎の老朽化により根本的
な解決にならない箇所も出ている。

○
修繕はスピーディー
に対応されている

校舎の老朽化により
根本的な解決になら
ない箇所もある

校舎の老朽化により根本
的な解決にならない箇所
もあるが修繕は迅速に行
われていた。

○

54 照明設備
教
務
部

（

総
務
部
連
携
）

校舎を中心とした安
心・安全な教育環境
の整備を目指す。

教室内の照明も老朽化
し、授業運営に支障をき
たす箇所も出ている。LED
タイプの照明に改修して
いきたい。

教室内の照明を
LEDタイプに全て
改修

７００万

教室内の照明をLEDタイプに改修に
ついては経済的問題もあることから
故障箇所の修繕で対応する事とし
た。

○

故障箇所のスピー
ディーに対応され学
習環境として支障は
出ていない。

校舎の老朽化により根本
的な解決にならない箇所
もあるが修繕は迅速に行
われていた。

○

55
立体裁断用ボ
ディ購入

教
務
部

必要な設備・備品の
改修により快適な学
習環境の維持を目指
す。

２０年以上前に購入した
物を使用していたが修理
不能により必要台数が不
足している。新規購入が
必要である。

学生使用分６０
台購入

４８０万 計画通りの購入を完了。 300万 ◎

予定通り購入を完了。長
く使える設備としていけ
るようにメンテナンスし
て維持に努める。

◎

56
CADソフトバー
ジョンアップ

教
務
部

必要な設備・備品の
改修により快適な学
習環境の維持を目指
す。

OSのバージョンアップに
伴いCADソフトのバージョ
ンアップが必要である。

１１台バージョ
ンアップ完了

計画通りのバージョンアップを完
了。

120万 ◎

ソフトの購入ではな
く、１年間の使用料
契約となる。費用の
捻出に検討が必要で
ある

予定通りバージョンアッ
プを完了。契約が年間ソ
フト使用料となることか
ら使用する学生達の教材
費として徴収していく。

◎

57 映像機器設置
教
務
部

必要な設備・備品の
改修により快適な学
習環境の維持を目指
す。

講義授業ではプロジェク
ターの利用が必須となっ
てきている。授業環境を
整え充実をはかる

プロジェクター
１台購入

２５万
経済的問題もあることからプロジェ
クター購入は見送った。

×

１クラス減った為、
令和３年度の授業運
営に関しては支障が
ないと見込まれる

現在の台数で授業運営に
支障が出ないと判断し購
入は先送りとした。今
後、購入検討したい。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（８）財務基盤 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

63

学費納入に問題
のある学生への
対応方法のガイ
ドライン作り

ス
チ
ュ
ー

デ
ン
ト
サ
ポ
ー

ト
課

学費納入が滞る学生
が年に数名出て来る
状況である。効率的
に改善に導けるよう
に仕組みを整えるた
い。

学校の運営資金に直接関
わる部分でもあり、規定
通り納めてもらう事が必
須である。学費納入に問
題のある学生への対応を
初めに担任が適切な判断
と指導が出来る様に仕組
みを整えていく。

対応方法マニュ
アル作り。

コロナ禍での学校運営や育児休暇教
員も出たことから労力が割かれ、対
応方法マニュアル作りまでは至らな
かった。

×
継続した課題として
次年度に取り組む

問題となるケースが
様々であり、マニュ
アル化には難しい面
もある。

問題学生に対してのマ
ニュアルにはケースがさ
まざまあり困難である。
学費に関しての担任の指
導要領としてのマニュア
ル作りとしていきたい。

×

64
削減方針の予算
申請

教
務
課

募集状況が厳しく原
資が不足する状況で
ある。改善されたと
しても予算使用には
十分検討が必要であ
る。

削減方針の予算申請を行
う。年度計画によって予
算を使うこともあり収入
と支出と内容を十分に検
討する。

前年度９７％目
標で削減予算の
申請

前年度９７％以下で予算申請を行っ
た。

◎
経済的厳しさは変わ
らず、予算使用は十
分検討をして使用

予算申請は入学者の状況
に合わせて削減した申請
をしている。

◎

65 節約の徹底
教
務
部

限られた予算内で効
果を上げる姿勢が必
要であり全教員の認
識が必要。

教育の質を落とさない節
約の徹底。必要なところ
に予算を使う意識の共
有。

教務部ミーティ
ングでの予算使
用状況の報告と
節約案の意見徴
収。

達成基準とした教務部ミーティング
での予算使用状況の報告と節約案の
意見徴収までは行えなかったが、予
算の使用はかなり抑えた運用が出来
た。

◎
予算の使用は抑えた
運営がなされた

節約を徹底する教員
の意識向上が必要

節約を徹底する教員の意
識改革が必要である。

◎

66
原資確保への努
力

教
務
部

私学である以上、学
生募集に関しても
は、より一層教員の
努力が必要である。

学生募集活動と教育活動
の両立した学校運営が必
要である。教育現場にい
る教員ならではの話が魅
力となる募集活動を目指
していく。

全教員がガイダ
ンス、見学会対
応可能な能力習
得と体制づくり

コロナ禍による限られた募集活動と
なり、教員がガイダンス参加は極端
に減る事となった。見学会対応可能
な能力習得と体制づくりは構築の途
中である。

×
見学会対応可能な能
力習得と体制づくり
を継続して行う

コロナ禍による限られた
募集活動となり、教員が
ガイダンス参加は極端に
減る事となった。見学会
対応可能な能力習得と体
制づくりは今後の課題で
ある。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



【その他の取り組み】 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

領
域

区
分 取り組み名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容 達成基準
（行動目標含む）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

教
育
の
充
実

特
色
事
業

期間限定ショッ
プ　incubate

教
務
部

1997年から始まり
２２年間継続して
実施。商品作りだ
けでなく販売に関
しても実践教育の
場となっている。

ショップコンセプト、運
営方法の見直しをし、今
の学生が考え行動するこ
とが出来る学習の場を目
指す。
【具体的施策】４番参照

ショップコンセ
プトと運営方法
を学生と授業内
で協議し決定し
ていく。

１３０万

コロナ禍での店舗運営となり、実社
会と同様に感染予防をとりながらの
店舗運営をテーマにして行った。そ
の面では学生たちは情報を集め、施
策を考え実行で来たことは評価でき
る。

△
感染予防と店舗運営
の両立を学ぶ機会と
なった。

売り上げを伸ばす施
策が十分には練られ
ていなかった。

学生の取り組みに関して
だけでなく、企業との連
携取り組みを活かせるよ
うに考えることも視野に
入れていくべきと考えて
いきたい

△

教
育
の
充
実

特
色
事
業

ファッション
ショー
incubate
collection

教
務
部

毎年１１月下旬に
実施。本学の特色
であるリアルな
ファッション表現
と運営は学生全員
参加が特徴であ
る。

従来の手法を踏襲してい
くが、各学科の特徴を出
す方法の再考と企業と連
携や協力を得るやり方を
模索していきたい。

両学科２年およ
びＦＭ科学生全
員の作品を出品

３００万
感染予防を最優先にしながら実施。
学内で行い従来とは異なる実施と
なった。

○
学生個々の作品発表
としては例年より充
実できた面がある

学生は例年と会場が
変更となり残念な思
いがある。

今後の課題としては感染
予防だけでなく、学生の
思いを考慮しながら実施
が必要である。

○

教
育
の
充
実

特
色
事
業

第２回ロールプ
レイングコンテ
スト開催

教
務
課

企業側の採用活動
の面からも好評で
あったロープレコ
ンテストを継続し
ていく。

第１回は８社参加であっ
たが１５社程に増やし規
模を大きくして実施して
いく。都内の服飾学校で
は初の試みであり特色と
もなる企画である。

第２回開催にお
いて参加企業１
５社

５０万
感染予防を最優先にし、開催は見
送った。

×

大会が実施できな
かった代わりとして
オンライン接客の授
業を開催

企業側の評価も高く
職業教育として継続
した運営が必要

企業側の評価も高く職業
教育として継続した運営
が必要である。本校の特
色となる要素である。

×

就
職
支
援

特
色
事
業

学内企業説明会
教
務
部

１年生の就職活動
準備が始まる１０
月から３月までを
使い１社ずつ招き
学内で説明会を開
催。

企業側からのアプローチ
が多くなっているが、学
生のニーズや安心して紹
介ができる企業を優先し
て実施。
【具体的施策】２９番参
照

学内企業説明会
８社実施。

感染予防として実施を控え２社の実
施のみとした。その分学生には企業
側主催のオンライン説明会を案内。

△

計画していた施策の
効果と同様の成果と
なるように就職支援
の授業内容で補った

感染予防の観点から
企業側が学内での実
施を見送るケースが
多く暫くは続くと思
われる

感染予防の観点から企業
側が学内での実施を見送
るケースも出たが実施で
きる見込みが立った際は
積極的に実施する。

△

施
設
設
備

高
額
事
業

職員室PC　ワー
ド、エクセルの
バージョンアッ
プ

教
務
部

学生との授業課題
のやりとりもデー
タ化していること
もあり、安定した
環境が必要であ
る。

Mac最新OSでは既存の
Microsoft Officeが対応
できない為バージョン
アップが必要である。

最新のMicrosoft
Office　for Mac
購入 １０個

３０万
PC環境を十分検討してからの導入と
し先送りとした。

×
次年度にはバージョ
ンアップが必要とな
る場合あり

教育活動・教務業務に支
障が出ないよう職員室の
環境整備をしていきた
い。

×

具体的な取り組み 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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